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平成 18 年 3 月期   個別財務諸表の概要             平成 18 年 4 月 26 日 
上 場 会 社 名        日立電線株式会社           上場取引所     東・大 
コ ー ド 番 号        5812                   本社所在都道府県  東京都 
（ＵＲＬ  http://www.hitachi-cable.co.jp）        代表者 執行役社長 佐藤 教郎 
問 合 せ 先        責任者役職名  人事総務本部総務部長      
        氏    名  石川 正昭       ＴＥＬ 03－6381－1050 
定時株主総会開催日 平成 18 年 6 月 28 日         中間配当制度の有無            有 
配当支払開始予定日 平成 18 年 5 月 30 日         単元株制度採用の有無  有(１単元 1,000 株) 
 
1．18 年 3 月期の業績(平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日) 
(1)経営成績                          （金額表示は、百万円未満四捨五入） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円      ％ 百万円    ％ 百万円     ％
18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

268,811       （   4.0）
258,367       （   8.7）

3,875   （   12.4）
3,449   （ 211.4）

5,945   （   19.0）
4,996   （  248.2）

 
 

当期純利益 
1 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本 

経常利益率 
売 上 高

経常利益率

 百万円  ％ 円  銭 円  銭 ％ ％ ％
18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

3,002 （△14.7） 
3,520 （    －） 

8  26  
 9  60  

8  26  
 9  60  

1.9  
2.2  

    2.2 
    1.9 

    2.2 
    1.9

(注１)期中平均株式数  18 年 3 月期 普通株式 363,238,707 株    優先株式    －株 
              17 年 3 月期 普通株式 366,809,361 株    優先株式    －株 
(注２)会計処理の方法の変更    無 
 
(注３)売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率     

  円  銭 円  銭  円  銭 百万円 ％ ％

18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

   7   00 
   7   00 

   3   50 
   3   50 

   3   50 
   3   50 

  2,543 
  2,557 

    84.7 
    72.6 

     1.6 
     1.6 

 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭
18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

272,417       
263,905    

158,835      
157,607   

58.3  
     59.7  

437    24 
433    92 

（注１） 期末発行済株式数 18 年 3 月期 普通株式 363,269,386 株 優先株式 －株 
  17 年 3 月期 普通株式 363,216,307 株 優先株式 －株 
（注２） 期末自己株式数 18 年 3 月期 普通株式 10,748,788 株 優先株式 －株 
  17 年 3 月期 普通株式 10,801,867 株 優先株式 －株 

  
2．19 年 3 月期の業績予想(平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日) 

1 株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭
中 間 期 
通   期 

132,000    
273,000    

2,500   
7,000   

800   
3,200   

3  50  
－  

－  
3  50  

－ 
7  00 

(参考)1 株当たり予想当期純利益(通期)  8 円 81 銭 
＊ 業績予想の利用又は業績予想の開示形式に関する注意文言等 
  上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資

料発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後さまざまな要因によって大きく異なる結果とな

る可能性があります。 

なお、業績予想の前提条件その他の関連する事項につきましては、平成 18 年 3月期決算短信（連結）の添付資料の

9ページ「3（2）対処すべき課題及び次連結会計年度の業績の見通し」をご参照ください。 
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1．貸 借 対 照 表 

                                      （単位 百万円） 

 

科      目 前会計年度末 当会計年度末 増　　減 科      目 前会計年度末 当会計年度末 増　　減

(平17.3.31 (平18.3.31 (平17.3.31 (平18.3.31

現在) 現在) 現在) 現在)

110,685 118,272 7,587 70,571 82,199 11,628

現 金 及 び 預 金 309 213 △ 96 買 掛 金 43,206 51,949 8,743

受 取 手 形 2,596 2,649 53 短 期 借 入 金 2,399 11,827 9,428

売 掛 金 57,461 70,135 12,674 償 還 期 社 債 10,000 -        △ 10,000

前 渡 金 171 -        △ 171 未 払 金 5,555 6,741 1,186

製 品 2,157 2,254 97 未 払 法 人 税 等 356 215 △ 141

材 料 2,498 3,501 1,003 未 払 費 用 6,907 9,304 2,397

仕 掛 品 16,188 19,465 3,277 前 受 金 625 593 △ 32

短 期 貸 付 金 15,667 4,167 △ 11,500 預 り 金 1,451 1,489 38

繰 延 税 金 資 産 5,561 3,132 △ 2,429 そ の 他 の 流 動 負 債 72 81 9

そ の 他 の 流 動 資 産 8,857 12,846 3,989

貸 倒 引 当 金 △ 780 △ 90 690

153,220 154,145 925 35,727 31,383 △ 4,344

有 形 固 定 資 産 82,570 78,433 △ 4,137 社 債 5,000 5,000 -        

建 物 31,422 30,211 △ 1,211 長 期 借 入 金 18,516 18,408 △ 108

構 築 物 2,121 1,813 △ 308 退 職 給 付 引 当 金 11,543 7,402 △ 4,141

機 械 装 置 30,816 29,120 △ 1,696 役 員 退 職 慰 労引 当 金 519 470 △ 49

車 両 運 搬 具 38 32 △ 6 そ の 他 の 固 定 負 債 149 103 △ 46

工 具 器 具 備 品 3,695 4,011 316

土 地 7,975 7,901 △ 74 106,298 113,582 7,284

建 設 仮 勘 定 6,503 5,345 △ 1,158

無 形 固 定 資 産 5,007 6,246 1,239 25,948 25,948 -        

施 設 利 用 権 等 5,007 6,246 1,239 33,698 34,839 1,141

資 本 準 備 金 33,697 34,839 1,142

65,643 69,466 3,823 そ の 他 資 本 剰 余 金 1 -        △ 1

子 会 社 株 式 30,417 31,995 1,578 自 己 株 式 処分 差 益 1 -        △ 1

投 資 有 価 証 券 19,384 19,144 △ 240 100,914 101,368 454

長 期 貸 付 金 5,786 6,090 304 利 益 準 備 金 6,512 6,512 -        

繰 延 税 金 資 産 9,382 11,790 2,408 特 別 償 却 準 備 金 313 370 57

そ の 他 の 投 資 等 3,064 2,947 △ 117 固 定 資 産 圧 縮積 立 金 496 480 △ 16

貸 倒 引 当 金 △ 2,390 △ 2,500 △ 110 別 途 積 立 金 86,964 86,964 0

当 期 未 処 分 利 益 6,629 7,042 413

1,506 1,123 △ 383

△ 4,459 △ 4,443 16

157,607 158,835 1,228

263,905 272,417 8,512 263,905 272,417 8,512

〔　負　債　の　部〕

負 債 及 び 資 本 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

資 産 合 計

流 動 負 債

固 定 負 債

資 本 合 計

〔　資　本　の　部〕

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

その他有価証券評価差額金

資 本 金

資 本 剰 余 金

負 債 合 計

〔 資 産 の 部 〕

流 動 資 産

固 定 資 産
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2．損 益 計 算 書 

                                    （単位 百万円） 

 

前会計年度 (Ａ) 当会計年度(Ｂ)

科　　　　　　　　　目 平16.4. 1 から 平17.4. 1 から Ｂ／Ａ (％)

平17.3.31 まで 平18.3.31 まで

売 上 高 258,367       268,811       104      
売 上 原 価 228,779       237,308       104      
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 26,139        27,628        106      

営 業 利 益 3,449         3,875         112      

営 業 外 収 益 3,691         4,241         115      
（ 受 取 利息及び配当金） (2,551) (3,033)
（ 雑 収 益 ） (1,140) (1,208)
営 業 外 費 用 2,144         2,171         101      
（ 支 払 利 息 ） (707) (615)
（ 雑 損 失 ） (1,437) (1,556)

経 常 利 益 4,996         5,945         119      

特 別 利 益 2,995         5,147         172      
（ 投 資 有価証券売却益） (1,143) (－)
（ 土 地 売 却 益 ） (1,837) (1,576)
（ 退 職 給付信託設定益） (－) (3,519)
（ そ の 他 ） (15) (52)
特 別 損 失 2,332         6,813         292      
（ 事 業 構 造 改 善 費 ） (1,428) (2,168)
（ 投 資 有価証券評価損） (210) (－)
（ 減 損 損 失 ） (630) (3,457)
（ Ｐ Ｃ Ｂ 処 理 費 用 ） (－) (768)
（ そ の 他 ） (64) (420)

5,659         4,279         76       
156           175           112      

1,983         1,102         56       
3,520         3,002         85       
4,395         5,317         121      

-             △5           -
1,286         1,272         99       
6,629         7,042         106      

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

当 期 未 処 分 利 益

〔 経 常 損 益 の 部 〕

営 業 損 益

営 業 外 損 益

中 間 配 当 額

〔 特 別 損 益 の 部 〕

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

自 己 株 式 処 分 差 損
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3．利 益 処 分 案 
                                  （単位 百万円） 

 

前会計年度 当会計年度

項　      　目 平16.4. 1 から 平17.4. 1 から

平17.3.31 まで 平18.3.31 まで

当 期 未 処 分 利 益 6,629          7,042          

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額 97             98             

固定資産圧縮積立金取崩額 16             14             

別 途 積 立 金 取 崩 額 -              -              

計 6,742          7,154          

　　　　こ れ を 下 記 の と お り 処 分 い た し ま す 。

利 益 準 備 金 -              -              

利 益 配 当 金 1,271          1,272          

1株につき 1株につき

3円50銭 3円50銭

特 別 償 却 準 備 金 154            890            

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 -              -              

次 期 繰 越 利 益 5,317          4,992          
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4．重要な会計方針 

（1）資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

子会社及び関連会社・・・移動平均法に基づく原価法 

  その他有価証券 

   時価のあるもの・・・・決算日の市場価格に基づく時価法 

   時価のないもの・・・・移動平均法に基づく原価法 

② デリバティブ・・・・・時価法 

③ 棚卸資産・・・・・・・総平均法に基づく低価法 

 

（2）固定資産の減価償却方法 

① 有形固定資産 

  建物及び建物附属設備           ・・・定額法 

  そ    の    他・・・定率法 

② 無形固定資産・・・・・・・・ 定額法 

   なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5 年)に基づく定

額法を採用しております。 

 

（3）引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上することと

しております。 

② 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。なお、

投資有価証券(時価 6,284 百万円)を退職給付信託に拠出しております。 

      数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10 年)

により、定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌会計年度から費用処理することとして

おります。 

③ 役員退職慰労引当金 

内規による必要額を計上しております。 

 

（4）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

     外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

 

（5）リース取引の処理方法 

     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

  

（6）ヘッジ会計の方法 

   ① ヘッジ会計の方法 

    （借入金の変動金利）・・・金利スワップの特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理 

                 を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・金利スワップ 

ヘッジ対象・・・借入金の変動金利 

③ ヘッジ方針 

一部の借入金における金利変動リスクについてヘッジしております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。 
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5．注記事項 

（1）貸借対照表関係 
 

① 有形固定資産減価償却累計額 （前会計年度末）193,740 百万円 

（当会計年度末）202,875 百万円 

 

② 保証債務（保証予約を含む。） （前会計年度末）  6,637 百万円 

（当会計年度末）  4,509 百万円 

 

③ 経営指導念書 （前会計年度末）  6,428 百万円 

（当会計年度末）  4,728 百万円 

 

④ 債権流動化による手形譲渡高 （前会計年度末）  6,045 百万円 

（当会計年度末）  7,540 百万円 

 

⑤ 債権流動化による売掛債権譲渡高 （前会計年度末） 10,606 百万円 

（当会計年度末）  6,207 百万円 

 

⑥ 商法施行規則第124条第3号に規定する純資産額 （前会計年度末）  1,521 百万円 

（当会計年度末）  1,123 百万円 

 

（2）損益計算書関係 

 [固定資産の減損] 
当会計年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上致しました。 

場所 用途 種類 減損損失額 
減損損失を認識する

に至った経緯 
回収可能価額 

回収可能価額

の算定方法 

高砂工場他

(茨城県日立

市) 

光ファ

イバ事

業 

機械装置、

備品他 

機械 1,535 百万円

備品他 560 百万円

    2,095 百万円

市場環境が変動し、

業績が悪化したため
使用価値 

割引率5%を用

いて算定した

使用価値 

みなと工場

(茨城県日立

市) 

光海底

ケーブ

ル事業 

機械装置、

備品他 

機械 960 百万円

備品他 155 百万円

    1,115 百万円

市場環境が変動し、

業績が悪化したため
使用価値 

割引率5%を用

いて算定した

使用価値 

豊良寮(茨城

県日立市) 

処分確

定資産 

建物、構築

物他 

建物 235 百万円

備品他 12 百万円

      247 百万円

資産の処分が確定し

たため 
使用価値 

使用価値を 0

として見積も

った 

 

(3)リース取引関係 

ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため、記載を省略しております。 

 

（4)有価証券関係 

   子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

     前会計年度末及び当会計年度末のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価の 

あるものはありません。 
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（5)税効果会計 

      繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の内訳 

 前会計年度末 

(平 17.3.31 現在) 

当会計年度末 

(平 18.3.31 現在) 

＜繰延税金資産＞ 

繰越欠損金 

  

7,691 百万円 

 

6,685 百万円 

退職給付引当金 

事業構造改善費損金不算入額 

 4,017 

703 

5,529 

703 

賞与引当金  1,524 1,582 

減損損失  254 1,384 

その他  2,605 2,799 

繰延税金資産小計  16,794 18,682 

評価性引当額  △254 △473 

繰延税金資産合計  16,540 18,209 

＜繰延税金負債＞ 

その他有価証券評価差額金 

  

△1,021 

 

△761 

退職給付信託設定益  － △1,422 

固定資産圧縮積立金  △325 △316 

特別償却準備金  △251 △788 

繰延税金負債合計  △1,597 △3,287 

繰延税金資産(負債)の純額  14,943 14,922 

 

 
6．役員の異動 （平成 18 年 6 月 28 日付） 

 （1）代表者の異動 

該当者なし。 

 

 （2）その他役員の異動 

① 取締役 
本日開催された指名委員会にて、現取締役 8 名全員を本年 6 月 28 日開催予定の定時株主総
会に付議する取締役候補とすることが決定されました。 
 

② 執行役 
執行役の異動については本年 2月 27 日に発表済みです。 

 

以 上 


